




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































書名 著者 訳者 出版時期 出版社
英国外交政略 高田早苗 胡克猷 光緒29年漢口文明編訳局
万国公法要略 沼崎甚三 衷飛 光緒32年訳書彙編社
新訳国際公法 中村進午 衷希演 光緒33年上海中国図書公司
国際私法 山国三良 李悼 宣統3年 上海商務印書館
英国憲法論 天野為之 周蓬据 光緒28年上海広知書局
憲法 清水澄 盧弼・黄柄言 光緒33年東京留学生会館刊
憲法 穂積八束 河北憲政研究社 同上 上海群益書局
中国における民事法の継受と「動的システム論」（二）（顧）　59
普通選挙法 丸山虎之助 李銘又 同上 開明書局
地方自治 桑田雄三 陶愚立 同上 文明書局
府県郡制要義 美濃部達吉 谷鐘秀 同上 東京東華書局
地方行政要論 島村他三郎 李憔 光緒34年上海開進学社
自治論 独逸協会 謝永 宣統2年 上海商務印書館
英美法 永久享 林万里 宣統元年 上海中国図書公司
国家学原理 高田早苗 稽鏡 光緒28年訳書彙編社
政治原論 島謙吉 張少海 同上 篤斎主人印本
比較行政法 浮和田民 白作霧 同上 東京訳書社
政治史 高田早苗 張少海 同上 不明
行政法 有賀長雄 陳運鵬 光緒30年不明
刑法総論 牧野英一 盧汝翼 光緒32年上海普及書局
比較国法学 末岡精一 商務印書館 光緒32年上海商務印書館
刑事訴訟法新論 豊島直通 陳宗藩 光緒33年上海普及書局
民法原論 富井政章 王双岐 同上 東京淵書社版
法学通論 岸本長雄 陳崇基 同上 東京留学生会館
死刑宣止一種論 岡田朝太郎 董康 同上 農工商排印
日本裁判訪問録 斎藤十一郎 董康 同上 農工商排印
法学通論 布谷幸次郎 王国維 光緒34年上海金栗斎
歴代法制史 浅井虎夫 郡修文 光緒32年上海古今書局
漢訳警察通規 丸尾昌雄 唐士添 同上 東京中国書林社
徳国警察法 津田精吉 頁浦 同上 警務編輯所
外事警察 有賀長雄 李錦源 光緒33年武昌荊門学社
監獄作業論 小河滋次郎 徐金熊 光緒34年東京警察学校印
法律経済辞典 清水澄 張開文・郭春濤 宣統元年 不明




















































































































































































































































名前 留学時期 帰国後の経歴 著　　書





















張知本 1904年 南京国民党政府司法大臣 「社会法律学」、「憲法
論」、「憲政要論」、「破産
法論」








名前 留学時期 帰国後の経歴 著　　書
江庸 1903年清末修訂法律館専任纂修、「法律
評論週刊」編集長、北洋政府司法
大臣
「中華刑律諭」、「中華人
民共和国労働保険条例図
説」など
呂志伊 1904年 南京臨時政府司法部次長、南京国
民党政府立法院委員
張君励 1906年南京国民党政府鉄道部大臣、「時
事新報」編集長
「論憲法公布」、「中華民
国憲法十講」など
張耀曽 1906頃 北京大學教授、段棋瑞内閣司法総
長、上海法学院法学部部長
「中華民国憲法資料」、
「民法債権」など
張継 1905年 南京国民党司法院副院長
（出所二図1、図2は都鉄川・前掲注（86）文により作成。）
（94）　『清光緒朝中日交渉史料（下冊〉』1316頁。
（95）　実藤・前掲注（84）73頁、阿部・前掲注（75）79頁参照。
（96）　そのメンバー中に、曹汝森、金邦平はのちにそれぞれ外務大臣と農商大臣にな
　り、章宗祥、注栄宝は駐日公使になった。
（97）実藤・前掲注（84）262頁による。
（98）安宇・前掲注（86）11頁。
（99）実藤・前掲注（84）284頁。
（100）実藤・前掲注（84）283頁。
（101）　日中間の漢語語彙の交流についての全面的な分析は、沈国威『近代日中語彙交
流史』（笠間書院・1994年）、荒川清秀『近代日中学術用語の形成と伝播』（白帝
社・1997年）など参照。
　　　　　中国における民事法の継受と「動的システム論」（二）（顧）　67
（102）参考文献としては、渡部万蔵『現行法律語の史的考察』（昭和5年）、大久保泰
甫「法の継受と言語」林大＝碧海純一編『法と日本語』（有斐閣新書・昭和56年〉
153頁、同「西洋法継受における翻訳と造語」法学セミナー371号74頁、など参照。
（103）李貴連「二十世紀初期的中国法学」中外法学1997年第2期3頁。
（104）李・前掲注（103）3頁以下。
（105）　田濤＝李祝環「清末翻訳外国法学書籍評述」中外法学2000年第3期360頁。
第二章　改革開放時期の中国における民事法の継受に
　　　　　　関する考察
　　　第一節　七十年代末期以降の中国における民事法の継受に
　　　　　　　関する横断的素描
1新中国成立後の法継受の回顧
　1　建国初期における法の継承性をめぐる論争
　1949年2月、中国共産党が「国民党の六法全書を廃棄し、解放区の司法
原則を確定することに関する中国共産党中央委員会の指示」を発した。こ
の重要な意味をもつ「指示」の基本内容は、次の三点にまとめることがで
きる。すなわち、（1）法的階級分析のアプローチに基づいて、多数の司
法官僚に影響を及ぼしてきたパンデクテン法学体系擁護論を斥け、国民党
政権の六法全書およびその他すべての反動的法律・法令を人民中国の裁判
基準から排除すること（旧法全廃論）、（2〉斬新な社会主義型の法体系が
整う前に、中国共産党の政策を法源として位置づけて、法律規範の不備を
補うこと（政策法源論）、（3〉旧中国の法律・法令および欧米、日本など
資本主義国家のすべての反動的・反人民的法体系に対する蔑視と批判の精
神や、マルキシズム＝レーニニズム的国家観と法律観などを、司法機関が
常に法律実務者の頭脳のなかに植え付けなければならないこと（思想革命
　　　（1）論）、である。
　1956年の秋に、中国共産党第八回全国代表大会が開かれ、法制化の誓い
の下で、ソビエト型の制度整備に乗り出そうとしたのである。しかし同時
に、かつて欧米と日本に留学した経験を持つ一群の法学者は、スターリ
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ン＝ウィシンスキーの法思想に対する批判と修正をはかり、法の普遍性・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）技術性を強調しながら、西欧型近代法の継受を唱えはじめた。その代表者
　　　　　　（3〉　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）の一人は、楊兆竜教授である。彼は、1956年に「法の階級性と継承性」と
いう論文を発表することで、論争のきっかけになった。
　この楊教授論文においては、法の承継性は、単なる伝統と現代の連続性
を指すにとどまらず、むしろ西欧型近代法の継受および民国期継受法体系
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）の復権を目指すことに重点を置いたのであるという指摘がある。これに対
し、潜念之教授は生産手段所有制の相違、補佐的法規範の階級性、無罪推
定、罪刑法定主義などの虚偽性をあげて反駁し、敵対階級の法との継承関
　　　　（6）係を否定した。
　しかし、この楊＝溢論争は結局、政治闘争に変質させられてしまい、法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）承継否定論のほうが支配的になってきたのである。それにもかかわらず、
1950年代の中国法学界において法の継受がまったくなかったわけでもな
い。以下で述べるように、ソビエト法の継受が数多く見られた。
　2　ソビエト法の継受
（1）ソ連式法学教育モデルの継受
　a　継受の原因
　ソ連法理論の中国革命の現実的必要性に合致する点や、類似した階級闘
争の環境が中国のソ連法学継受をもたらした内部条件となると同時に、マ
ルタス主義イデオロギーの完全な一致や革命の性質と目標の一致なども、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）中国におけるソ連法の継受の外部条件となっていた。
　b　ソ連法学教科書の翻訳
　ソ連の法学教育の経験を移植するため、1950年代初期においてソ連の専
門家の援助のもとで、ソ連の法学教育モデルを基準にした中国人民大學法
学部が設立された。それ以降、中国におけるソ連の法学理論の継受は基本
　　　　　　　　　　　　　　（9）的に人民大學法学部を通して実現された。具体的には、当時設立されたば
かりの人民大學法学部は四つの研究グループに分けられ、それぞれのグル
ープ内においては、ソ連の法律専門家、通訳、中国人教師などによりさら
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に若干のチームが編成された。そこで、ソ連の法律専門家は通訳を通じて
中国人教師に対してソ連法を教え、中国人教師はその場でその内容を記録
して、授業後通訳と一緒にノートを整理する。こうしてソ連の法律専門家
の講義内容がまず翻訳され、整理を経て、編纂したものが中国各地の大學
　　　　　　　　　　　　（10）法学院の統一的な教科書となった。
　1950年代において、中国はソ連から数多くの法律専門家を招聰し、ソ連
　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）の法学に関連する書物は165種類に達していた。1953年中国教育部は全国
の法学院に対して、以下のような法学講義科目を規定した。すなわち、ソ
連国家及び法権史、ソ連国家法、ソ連刑法、土地法及び集団農場法、人民
民主国家法、中国及びソ連法院組織法、中国及びソ連民事訴訟法、中国及
びソ連労働法、中国及びソ連行政法、中国及びソ連財政法などである。
1950年代及び1960年代において、中国の大学の法学教科書は基本的にソ連
の法学教科書の翻訳版であり、課程の設置はソ連の大学モデルを参照して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12〉おり、講義の内容もソ連の法学理論を主に基礎とした。
（2）民法典の継受
　1956年に起草された中国民法典草案は、世界最初の社会主義的性質を備
　　　　　　　　（13）えた1922年ロシア民法典を手本とし、ソ連の民事立法と民法理論が確立し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）た立法構成・法律概念・法律原則を継受したとされている。例えば、1956
年民法典草案は、ロシア民法典の立法構成を完全に取り入れ、家族法を民
法から排斥しているほか、物権・自然人といった概念を用いず、時効制度
の考え方を否定し、国家財産に対する特別な保護を一面的に強調する、な
　　　　　（15）
どの特徴がある。
　ソビエト民法理論の継受は、中国民法体系を一変させ、1949年以前の民
法学との大きな断絶をもたらした。
2　1980年代における法の継受
　1　法継承肯定論の優位
（1）「西洋法との新たな出会い」
　1970年代末から1980年代にかけて、中国の法学界では、近代西欧法の継
　70　早法78巻1号（2002）
受や「法の継承性」といったタブーがようやく打ち破られて、法の階級性
を超える社会性をめぐる議論が行われるようになった。こうした中で、法
の継承性をめぐる論争も再開され、1950年代末の情勢とは異なり、「商品
経済」の共通性が強調され、社会主義的商品経済が存在する以上、ブルジ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）ヨア法の継承は可能とする継承性肯定説が主流となる。浅井教授は、後に
かかる変化の本質を近代「西洋法との新たな出会い」という言葉で表現
（17）
した。
（2〉肯定論
　a　呉家麟の所論
　呉氏によれば、法の継承性は新旧法間の歴史的つながりであり、新法制
の旧法制に対する否定は弁証法的否定・取捨選択的揚棄であり、それゆえ
社会主義国家の法規範は不可避的に旧国家の法規範と類似もしくは同一の
　　　　　　　　（18）ところがある、とされる。
　b　林椿年の所論
　林氏によれば、①中国歴史上の価値ある多くの法学遺産と法制度、②ブ
ルジョア法に含まれる「勤労者の保護に役立つもの」（主権在民、法の下の
平等、裁判官の独立など）、③国民党の偽「法統」「六法全書」の中の有益
な規範、④帝国主義国家の若干の法制度（契約制度、経済立法など）が継承
　　　　（19）
の対象となる。
（3）否定論
　他方、旧法制を批判的に継承することはできないと考えていた論者もい
る。その理由は次の二点である。①旧法の階級性によって決定される点で
ある。すなわち、旧法は条文に高められた搾取階級の意思だからである。
②旧法の実践によって決定される点である。すなわち、旧法歴代の搾取階
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20）級が人民を支配し、抑圧した道具だからである、ということである。
　2　渉外法の整備と法の継受
（1）経済特別区における法継受の特徴
　1980年代初期における中国政府が実施した外国資本の誘致政策を背景
　　　　　　　中国における民事法の継受と「動的システム論」（二）（顧）　　71
に、経済特別区の法制度整備は最初から外国の法経験を摂取するものであ
った。立法機関は、深別特区、海南省特区の法規制定にあたって、できる
だけ香港、台湾の法律体系を摂取し、かつ全国的制度改革のための経験を
　　　　　　　　（21）提供することを試みた。
　中国の法継受がこのような「部分先行、経験重視」の特徴を有すること
について、季衛東教授は次のように分析した。すなわち、「1979年から進
められてきている法継受の特徴は、いわゆる『渉外経済法』における外国
法の摂取が先行して、その成果が実践と時間の検証を経てから段階的に国
内法秩序へと波及・浸透していくところにあるということである。」「そこ
で、取引社会における『渉外法』と『対内法』の二重構造は、（中略）法
継受過程の二つの段階、すなわち、制度整備完成度の二つの水準としても
　　　（22）理解しうる。」したがって、法継受の担い手には、法制官僚や渉外弁護士
が含まれ、法継受においては、学識者よりもむしろ実務家のほうが重要な
役割を演じてきたと指摘している。季教授はこのような特徴を「実務の継
　　　　　　　（23）受」と名づけている。
（2）　「渉外契約法」における「国際統一売買法」の継受
　多くの中国人法律専門家が指摘したとおり、1985年3月に公布された中
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（24）国の「渉外契約法」は「国際統一売買法」を継受した部分が多い。たとえ
ば、渉外契約法第19条においては、損害賠償の範囲は、原則として、債権
者が相手方の契約違反によって被った、得べかりし利益を含む損害の全部
に相当すべきである。ただし、契約に違反した当事者が契約締結時に、当
時すでに知ったまたは知るべきだった事実や情況によって予見し、または
予見すべきだった、契約違反による可能な損失の範囲を超えてはならない
と定めていた。損害賠償の範囲を契約違反時でなく契約締結時の予見可能
性に限定することは、とくに国際統一売買法第74条の規定の影響を強く受
　　　　　　　　　　（25）けているという指摘がある。
（3）土地財産法の整備と香港・イギリスの土地法の継受
　諸外国の土地制度に関する立法を考察すると、三つの形態がある。一つ
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は日本のような大陸法系の土地所有権制度である。第二は、イギリスのよ
うな英米法系の土地の利用を中心とする土地制度である。第三は、旧ソ連
のような土地所有権の公有制である。中国の都市における土地制度の改革
がどのような制度を参照すべきかについては、上の三つ形態をめぐって、
　　　　　　　　（26〉当時大いに議論された。
　1987年国務院によって全国四つの都市で土地使用権出譲の改革が行なわ
れた。尤も国務院の条例が発布されるのに先立って、上海市では、1987年
11月「上海市土地使用権有償出譲方法」を公布した。この条例を制定する
ため、当時上海市土地管理局は実務者、学者を招き、土地使用権研究チー
ムを形成した。さらに、研究チームは香港へ渡って、現地の土地制度を考
　（27）
察した。香港の土地制度を参照した理由は、土地の権利設定において、中
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（28）国は香港の土地情況と同じ構造をもつからである。
　また、1987年すでに土地使用権の有償出譲が行なわれた深別市経済特区
は、翌88年1月「深坦市経済特区土地管理条例」を公布した。この条例に
関して、深別市国土局局長がこのように述べた。「土地使用権の有償出譲
は、公開競売によってイギリス女王が所有する土地の賃借権を設定し、そ
れによって得た収益を都市のインフラ整備などに振り向けた香港政府のや
　　　　　　　　　　（29）り方に倣ったものであった」。
　各地方政府は地域の現状に基づいて、関係法規を続々と制定・公布し
た。例えば、同時期、広州市の「広州市都市国有土地使用権有償出譲及び
譲渡に関する試行方法」（1989年5月広州市人民政府公布）などはその例で
ある。1990年5月、国務院は長期間にわたる各地方の実践と経験を踏まえ
ながら、従来の「両権分離」理論に依拠し、さらに香港の不動産制度を参
　（30）
考とし、っいに全国範囲に適用する「都市国有土地使用権出譲及び譲渡に
関する暫定条例」を公布した。
　したがって、出譲土地使用権制度は香港の土地法制度をモデルとして参
照しており、そのことに注目する必要がある。また、1997年7月1日以前
に香港はイギリスの植民地であって、法制度全体はイギリス法によって支
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　　　　（31）配されていたことにも注意する必要がある。つまり、イギリス不動産法の
基本法ともいうべき1925年財産法（Law　of　property1925）に関していえ
ば、その主な内容については、香港法に適用を認めると規定されている。
すなわち、香港の土地は名目上英女王が所有するものであり、実際上イギ
リス政府が土地の自由保有権（Freehold）者である。政府から土地使用権
（通常75年間）の設定を受けている人が国王地定期賃借人と呼ばれる。定期
賃借人が土地所有権の譲渡に近い権利金を支払い、政府から土地譲与証書
（Land　grant）を取得する。その結果、土地の保有権の種類、内容、土地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（32）譲渡の方法などはイギリスと同一になっている。
　その意味で、中国現行立法では「物権制度」が存在していないことを考
慮すると、出譲土地使用権制度立法の参照モデルの一つが香港土地制度で
あると断定できる。
　3　「民法通則」における「暗黙の継受」
（1〉「債権」、「物権」概念の継受について
　「民法通則」の制定にあたって、中国の民法学界では民法の中に債権の
概念を規定すべきかどうかについて、二つの意見に分かれていた。ある論
者は、中国は英米法の経験を借りて、債権という概念を用いず、契約につ
いての規定を採用すればよいとする。この場合、不当利得は準契約として
対処される。しかし、多くの学者は、債権の概念がなければ、民法あ体系
を構築することはできず、契約についての規則をもって債務法に代替する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（33）ことはできないとして、債権の概念を採用すべきであるとした。結局、
「民法通則」において、中国で30年間使用してきた「経済契約」概念の代
わりに、はじめて「契約」とか「債権」というような資本主義法と同じ意
義の用語が導入された。他方、「民法通則草案」を討論する際に、物権制
度が整備されるべきだという意見は一部の民法学者により提出されたが、
結局、物権制度が中国であまり利用されず、多くの人々によく知られてい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（34）ないとの理由で、「物権」概念は排除された。
（2）　「暗黙の法継受」
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　しかし、1980年代の中国法学界には、具体的な法律についての継受の有
無、あるいは継承の系譜を分析し確認することに対して、なお強い抵抗が
　　（35）
あった。たとえば、「民法通則」の起草作業に参加した張友漁、王家福ら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（36）は、「民法通則」の中国的特徴を強調していた。それにもかかわらず、「民
法通則」全体の体系から見ると、ドイツ民法典の影響を受けているのは、
　　　　　　　　　　（37）否定できない事実である。1980年代における中国法学界のこの現象につい
て、ある中国人学者は、法の西欧化に抵抗しながらも、西欧型近代法の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（38）「暗黙の継受」を行ってきたと分析していた。
3　1990年代における民法典編纂に対する学界の関心
　1　民法典の制定計画・方針
　1990年の半ばから、現行法を基礎にして「民法典」の制定に取り組むと
いう提案がなされている。その基本的な考え方としては、民法典の形で一
括して制定するのではなく、民法の各部分のうち条件が整い、成熟したも
のを、順次単行法の形で制定していき、のちに各部分を集めて完全な民法
　　　　　　　　　　　　（39）典にするという方法であった。
　1998年3月立法機関は、江平（中国政法大学教授）、王家福（中国社会科
学院法学研究所研究員〉、梁慧星（中国社会科学院法学研究所研究員）、魏振瀕
（北京大學教授）、王保樹（清華大學教授）、王利明（中国人民大學教授）、費
宗舞（元最高人民法院裁判官）、肖絢（法制委員会元民法室副主任）、魏耀栄
（法制委員会元経済法室主任）など9人の法学者と実務家からなる民法起草
グループを設立し、中国民法典の編纂と草案準備を担当させた。1999年3
月に統一契約法の採択、その後4、5年のうちに物権法の採択、そして、
2010年までに民法典編纂事業の完成を目指す、というのが民法起草グルー
　　　　　　　　　（40〉プの作業計画であった。以下では、中国民法典が制定される前に学者は一
体どのような問題を議論しているのか、その特徴がどこにあるのかを明ら
かにしたい。
　2　民法典制定に向けて中国人法律家の四つの草案大綱
（1）魏振濠案（中国北京大學法学院教授）
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　中国において民法典を制定する必要性および現段階における実行の可能
性を十分論証した上で、各国民法制度との共通性と中国の独自性とをとも
に重視すべきであると魏教授は指摘している。具体的には、民事主体、財
産の所有権および債権に関して、各国間の規定には共通性があると指摘し
ている。その意味で、「我が国の民法典の制定は、国際軌道に乗せるよう
充分に注意すべきであり、なぜなら、社会主義の民法と資本主義の民法と
の区別は、それらに反映される社会主義公有制と資本主義私有制との根本
的な相違にあるからである。しかし民事法の形式においては中国の特色を
　　　　　　（41）強調すべきではない」と主張する。これに対し、婚姻家庭関係と相続関係
については、各国民法の間に差異があることを認めている。
　a　民法典の編制
　民法典の構成については、基本的にドイツ民法典をモデルとして採用し
たうえで、自国の学問の研究成果と実践経験を反映し、各編に独自の内容
を加えている。主な内容は以下のとおりである。
　第一編「総則」二「総則」における最も特徴的な内容は、「民事主体」と
「民事責任」の規定である。民事主体の法的地位は「自然人」や「法人」
のほかに、一定の法定条件に達している「組合」にも与えられるとされ
る。さらに総則編においては、民事責任の「一般帰責原則」や「免責条
件」および「民事責任の形式」などが規定されるべきであると説明されて
（42〉
いる。
　第二編「物権」：その主な内容は所有権と他物権（担保物権を含めて）か
らなる。
　第三編「債権」：その具体的な内容は展開されていない。
　第四編「親族」：現行の「婚姻法」を修正し、親族関係の内容を増やし
て、民法典の「親族編」とする。
　第五編「相続」：その具体的な内容は述べられていない。
　第六編「人格権」二その内容は「総則」と「分則」に分けられ、総則に
は人格権の概念、基本原則が含まれ、分則には生命権、健康権、姓名権、
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名称権、肖像権、名誉権、栄誉権、プライバシーの権利などが含まれる。
　第七編「知的財産権」：「知的財産権」は単独な編として編成されるべき
である。
　第八編「不法行為」二不法行為の本質上の属性は「債」ではなく、「責
任」である。したがって、法理論上から見るかぎり、「責任」が「債」に
変わることはできない、と魏教授は主張する。しかし、「不法行為」が
「債権編」から分離されても、権利侵害者に民事責任を課す際に、債の本
質と違反しないかぎり、「債権編」総則の一般規定が適用されると説明
（43）
する。
　民法典は「民商合一」の編纂方式を取る。つまり、組合、斡旋、仲介お
よび運送などの商事契約が民法典「債権編」に規定されて、他方、会社
法、手形法、海商法と保険法が民法の特別法として制定されるべきと主張
　　　（44）
されている。
　b　民法典の起草方式
　民法典の起草方式について、魏教授により二つの方法が提示された。一
つは、民事立法の現状に基づいて、民法典の制定過程を二つの段階に分け
る方式である。まず最初の段階は、民法典の一部と予定されている単行法
の制定である。たとえば、契約法と物権法の起草である。次の段階では、
民法通則、契約法、婚姻法、相続法および物権法などをさらに修正し、そ
れらを基礎にして民法典が編纂される。もう一つは、立法機関は民法典の
立法作業を直接に法科大學や法学研究機関に委託し、そこから形成される
専門家チームが民法典を編纂するという方式である。魏教授はこの二つの
方式にはそれぞれ長所があると認めながら、両方式が同時に進行されるべ
きであると主張する。
（2）王利明案（中国人民大學法学院教授）
　a　民法典の編纂方式
　民法典の編纂方式について、王教授は現在の法学界における三つの観点
を列挙し、それぞれに対して批判したうえで、自説を展開した。まず第一
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の観点によると、現段階においては、さまざまな単行法が制定されるべき
であり、さらにその後諸単行法を統合して、自然に民法典が出来あがるよ
うにすべきであると主張する。したがって、未来の中国民法典は体系上緩
やかで、厳密な論理関係を有しない諸法律の組み立てであると主張さ
（45〉
れる。
　これに対し、王教授は次のように反論する。すなわち、法典があるから
こそ、民法が体系化される。民法の体系化は民法の正確な適用を保障でき
る。もし単に諸法律の編成という方式を取ると、かなりの単行法が、民法
典の体系に組み入れることが困難となろう。さらに、民法上の数多くの制
度、とくに総則の中の諸制度は単行法として制定することが難しいだろ
　　　　　　　（46）う、と付け加えている。
　民法典の編纂方式に関する第二の観点は、まず契約法や物権法を制定
し、そしてその後に民法典の編纂を考慮しようとするものである。これに
対し、王教授は、両者が同時進行したほうがより合理的であると主張す
る。つまり、契約法や物権法などの単行法を制定すると同時に、民法典と
の体系上の整合性などを視野に入れて、民法典の編纂も開始されるべきで
（47）
ある。民法典の編纂方式に関する第三の観点は、「先易後難」という方式
である。すなわち、易しい部分（たとえば「債権編」）を先に制定し、難し
い部分（たとえば「物権編」）を後に制定するという立法方式である。これ
に対し、王教授はあくまでも一括して民法典を制定すべきであると主張し
　（48）
ている。
　b　民法典の編制
　民法典の構成については、民事主体に対する保護と当事者の意思自治に
対する尊重を民法典制定の基礎とした上で、民法典の編制に関して、王草
案における次の特徴が見られる。
　第一に、「総則編」以外に、「人格権編」を設ける。
　その理由にっいて、王教授は次のように論じている。すなわち、「民法
の権利体系から考えれば、民事上の権利は主に人身権と財産権の二大部分
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を含み、人身権は人格権を主要なものとする。（略）財産権は物権と債権
に分けられるので、二つの編において分別して規定する。よって人身権と
財産権を保障するため、特に民法が人を本位とする法思想を貫徹するた
め、財産権と同等の重要な地位をなす民法の中のもう一つの権利類型すな
　　　　　　　　　　　　　　　　　（49）わち人身権も当然に単独で規定するべきである。」
　第二に、不法行為法を債権法から独立させる。
　この点に関して、王教授は以下のように述べている。すなわち、「伝統
的な民法において、不法行為が債権発生事由の一つとされたことによっ
て、不法行為法は債権法に組み入れられることになった。不法行為法と契
約法の共通性が債権法の一般規則となった。しかし大陸法の債権法体系
は、各種債権の関係の共通性には意を注いでいるが、各債権の特殊性にっ
いては考慮が払われていない。不法行為法と債権法の関係から見てみる
と、不法行為法の特殊性の方が債権法の一般的規定より多く、したがって
　　　　　　　　　　　　　（50）不法行為法を独立させるべきである。」
　第三に、現行の「民法通則」で包括的に規定されている民事責任制度を
分解する。
　王教授は、民法典において現行の「民法通則」のように、民事責任に関
して統一的な一編を設けるという提案には一貫して反対している。という
のは、もし責任を規定する場合、まず義務が明確に規定される必要がある
が、立法技術から見て、あらゆる民事法定義務と約定義務を規定するのは
　　　　　　　　　　　　　　　　（51）技術的に不可能だからである、と主張される。
　第四に、婚姻家庭制度を民法典に組み入れ、知的財産法を民事特別法と
　　　　　　　　　　　　　（52）して民法典以外に制定すべきである。
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